
令和６年１月の地震 堤体の法面が崩落
（石川県）

平成30年７月の豪雨 ため池の決壊
（広島県）

令和４年８月の豪雨 ため池の決壊
（山形県）

農業用ため池の防災減災対策をめぐる現状

近畿農政局令和８年５月
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（農林水産省調べ（令和５年12月時点））

１ ため池の現状
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○ 全国の農業用ため池は約15万か所。降水量が少なく、大きな河川に恵まれない西日本を中心に分布。
瀬戸内地域に全国の約５割が分布。
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※富山県及び石川県については、令和5年9月末時点のデータを使用している。

令和５年12月時点のため池箇所数を地域別に合計し、全体に占める割合を算出したもの：ため池の割合

岩手県、宮城県、福島県、茨城県、千葉県、神奈川県、東京都、静岡県、愛知県、三重県、和歌山県、徳島県、高知県：太 平 洋 沿 岸

栃木県、群馬県、埼玉県、長野県、山梨県、岐阜県、滋賀県、奈良県：内 陸 部

青森県、秋田県、山形県、新潟県、富山県、石川県、福井県、京都府、鳥取県、島根県：日 本 海 沿 岸

大阪府、兵庫県、岡山県、広島県、山口県、香川県、愛媛県：瀬 戸 内

明治
(16％) 江戸時代以前

及び不明ほか
(69％)

約9.6万か所※

大正
(4％)

昭和
以降

(11％)

（農林水産省調べ（平成30年３月））

※約9.6万か所は、Ｈ２５～27に
実施した全国のため池一斉点検
により作成したため池データ
ベースのデータ数

ため池の築造年代
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２ ため池の所有者及び管理者

国 3.4%

（約5,200か所）

地方自治体 28.2%

（約42,700か所）

土地改良区 1.7%

（約2,600か所）

水利組合等 3.3%

（約5,000か所）

集落・個人等 48.4%

（約73,200か所）

官民共有※２ 0.4%

（約600か所）

不明 14.5%

（約22,000か所）

国 0.1%

（約80か所）
地方自治体 13.2%

（約20,000か所）

土地改良区 5.7%

（約8,600か所）

水利組合等 15.7%

（約23,700か所）

集落・個人等 55.6%

（約84,100か所）

不明※３ 9.8%

（約14,800か所）

ため池数
約15.1万か所※１

ため池数
約15.1万か所※１

（農林水産省調べ （令和５年12月））
※１ 能登半島地震対応のため、石川県及び富山県は令和５年９月末時点の数字。
※２ 所有者のうち「官民共有」は、農業用ため池の池敷と堤体の所有者において、民間と行政（国又は地方自治体）が混在。
※３ 管理者のうち「不明」は、農業用ため池の届出時に「管理者欄」が空欄となっているものを含む（こうしたため池の多くは所有者が管理を行っているものと

思われる。

所有者の内訳 管理者の内訳

○ 農業用ため池の所有者は、48％が集落・個人等、28％が地方自治体。
○ 農業用ため池の管理者は、56％が集落・個人等、16％が水利組合等、13％が地方自治体。
○ 所有者不明の農業用ため池の71％は、管理者が存在。

（主な管理者は、集落・個人等（約68％）、 水利組合等（約17％）等）。



農業用ため池の被災原因
（H25～R4）

豪雨により農業用ため池が決壊した事例

平成30年７月の豪雨
（広島県）

平成29年７月の豪雨
（福岡県）

令和４年８月の豪雨
（山形県）

平成25年７月の豪雨
（山口県）

農業用ため池の決壊原因
（H25～R4）

３ 近年の農業用ため池の被災状況

94%
（6,643件）

6%
（430件）

0.3%
（25件）

豪雨

地震

その他

99.8%
（406件）

0.2%

（1件）

豪雨

地震

○ 直近10年間（H26～R５）の自然災害による農業用ため池の被災原因は、94%が豪雨、６％が地震によるもの。
堤体の決壊は、99.8%が豪雨によるもの。
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（箇所） 被害額（億円）

農業用ため池の被害の推移

0

100

200

300

400

500

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000
被害箇所数
被害額（億円）

平成30年７月豪雨ほか

新潟中越地震
10回の台風上陸

東日本大震災

熊本地震ほか



４ 平成30年7月豪雨の被災状況

○ 平成30年６月末～７月初めにかけて、西日本を中心に記録的な大雨が発生。
○ 農業用ため池32か所が決壊、うち29か所が防災重点ため池に指定されていなかった。

４



１（５） 令和６年能登半島地震によるため池の被災状況

○ 令和６年能登半島地震による点検対象の防災重点農業用ため池は2,071か所。
○ 石川県277か所、富山県11か所、新潟県１か所、福井県１か所の防災重点農業用ため池が被災
（計290か所：６月30日時点 ）。

○ 農水省はMAFF-SAT(マフサット:農水省等職員)を被災自治体に派遣するとともに、
水資源機構、都道府県土連、農業土木事業協会、土地改良建設協会等の協力を得て、
防災重点農業用ため池の被害状況を把握するとともに、ブルーシートによる被災箇所の保護、
排水ポンプ等によるため池の水位低下等の応急対応を実施。

堤体の上流法面が崩落

被災箇所をブルーシートで保護
災害応急用ポンプにより水位を低下

堤体の上流法面が崩落

被災箇所をブルーシートで保護
簡易排水施設により水位を低下

簡易排水
施設

●石川県の被災

ため池 ２７７件

●富山県の被災

ため池 １１件
５


